
参考資料②

平成25年度 第 4回
市政モニターアンケー ト報告書

テーマ

1:選挙に関する意識調査について

2.消費者教育 0啓発について

3。 広報広聴活動について

堺市 市長公室 広報部 市政情報課



■調査概要

1.趣旨 ロロ的
(1)選挙に関する意識調査について
全国的に注目された堺市長選挙 (平成25年9月 29日執行)は、昭和47年に単独で執行さ
れるようになって以来、過去最高の投票率 (50.69%)と なりました。

そこで今回のアンケー トは、有権者が示した選挙や政治に対する意識、投票行動、広

報媒体との接触状況などを調査し、今後の選挙事務の執行管理や選挙啓発の参考とする

ために実施するものです。
※なお、この設間につきましては、回答時点で選挙権のある (20歳以上)方のみご回
答ください。選挙権がない (20歳未満)方につきましては、回答いただく必要はござい

ません。

(2)消費者教育※・啓発について
近年、日常生活を送るうえで利用する商品・サービスや、その取引の仕組みはますま

す複雑・多様化しており、これまで以上に消費者被害に陥るリスクが高まっています。

本市においても、消費生活相談や不当な取引行為を行 う事業者に対する指導など、市

民の皆様の安全 。安心な消費生活を実現するための取組を行っているところですが、現

在の消費者問題に対応するためには、これらの取組に加え、消費者自身も自ら消費生活

に関して必要な知識や情報を修得・収集し、自主的・合理的に行動することが重要です。

平成24年 12月 には「消費者教育の推進に関する法律」が施行され、このような消費者の

自立のための取組を一層推進することが求められています。

今回のアンケー トは、消費者教育・啓発などに対する意識を調査し、より効果的な取

組の参考とするために実施するものです。

(※ 「消費者教育」…消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育及

び啓発活動)

(3)広報広聴活動について
本市では、市民にひらかれた市政、市民協働によるまちづくりを進めるため、さまざ

まな広報広聴活動に取り組んでいます。現在、「広報さかい」 「堺シティレポ (ジェイ

コム堺局)」 「堺市ホームページ」 「くらしのガイ ドブック」など各種媒体を用いて広

報活動を行うとともに、「市政への提案箱」 「市政モニター」 「市民と市長の対話事業」
「パブリックコメント (意見公募)制度」などの広聴活動を行い、広く市民と行政をつ

なぐパイプ役としての活動を行つております。

今回のアンケー トでは、本市の広報広聴活動についての市民の意識や意見を調査し、

今後の広報広聴活動の充実に活用していきたいと考えております。



2.調査期間
平成 25年 12月 20日 (金)～平成 26年 1月 10日 (金 )

3.テーマ担当課
(1)選挙に関する意識調査について
。選挙管理委員会事務局

(2)消費者教育・啓発について
・市民人権局市民生活部消費生活センター

(3)広報広聴活動について
・市長公室広報部広報課、市政情報課

4.調査方法
(1)対  象

(2)人  数
(3)調査方法

(4)回 収 率

市内在住・在勤・在学の 18歳以上の方で、公募により依頼した市政
モニター

497人 (郵送モニター 248人、 eモニター 249人 )
調査票への記入及びインターネットを通じたアンケー ト回答

調査対象497人 に対して、有効回収数491人 有効回収率 98.8%
テーマ 1「選挙に関する意識調査について」は、選挙権がある20歳以
対象であり489人 であつた。

※ただし、

上が調査

5.報告書の見方
(1)本調査の集計分析対象とした調査票総数は491で ある。数表中のNは比例算出の
基礎となる回答者総数を表している。

(2)個々の選択肢比率を合算する場合は、個々の回答数の合計をNで除して百分率を求
め、小数第 2位を四捨五入した。このため、個々の比率の合計が 100%に ならな
い場合がある。

(3)ア ンケー トヘの回答は、単数回答と複数回答を求めた設間があり、複数回答を求め

た設間では、比率の合計が 100%を 超える。
(4)MT(Multiple Total)は総回答個数の回答者総数に対する比を示している。
(5)「その他記述」及び「自由回答」に関しては、紙面の都合上、主な内容を集約、抜
粋して掲載した。



モニター別
調査数
r人 ヽ
構成比

(94ヽ

1 郵送モニター 245 49.9
2 eモニター 246 50.1

計 491 100.0

■回答者属性

モニター別

居住区別

年齢層別

居住区別
調査数

(人 )

構成比
(%)

1 区 89 18.1
2 区

０
４
７
‘ 14.7

3 東 区 51 10.4
4 西 区 79 16.1

5 ibC 88 17.9
6 区 90 18.3
7 :原区 つ

４
０
ろ 4.5

計 491 100.0

性別
調査数

`人

ヽ
夕
ヽ

成

％

構

ｒ

l 236 48.1

２
一

255 51_9

491 100.0

年齢層別
調査数

(人 )

構成比

(%)
1 18房読↓X L30 62 12.6
2 30砺報めt h40' 滞 89 18.1
3 40歳 以上50歳未満 ｎ

フ 19.8
50方妻,ス」ヒ60, 58 11.8
5 60i 170" 99 20.2
6 70礁 以 86 17.5

計 491 100.0
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消費者教育・啓発について

消費者教育について

間23 あなたは、学校の授業や地域、職場などにおいて、次のような消費者教育を受
けたことがありますか。 【複数回答可 :い くつでも】

蒲 饗 櫂

!暉l鸞

暉 mmi澁

選折円貞日 (N=491)(MT=228.9%)
回答

個数

構成比

(%)

1 悪質商法の手口と対処方法 145 29.5
０
ろ 契約のルールやクーリング。オフなどの消費生活に関する制度 153 31.2

3 広告・宣伝・表示 (品質表示、価格表示など)に関すること 78 15。 9

4 食品の安全、安心に関すること 109 22.2

5 商品の品質・性能 。安全性 (食品以外)に関すること 67 13.6

6 生産・価格・流通・消費のしくみに関すること 67 13.6

7 金融商品 (預貯金、債権、株式、保険など)に関すること 65 13.2

8 家計の管理、生活設計 39 7.9

9 インターネットや携帯電話利用の注意点など情報通信に関すること 75 15.3

10 ごみの減量など環境に配慮した生活 100 20.4

受けたことはない 223 45.4

無回答 3 0.6

計 (総回答個数) 1 124 228.9



Fr1523

悪質商法の手口と対処方法

契約のルールやクーリング・オフ

などの消費生活に関する制度

広告・宣伝・表示 (品質表示、

価格表示など)に関すること

食品の安全、安心に関すること

商品の品質・性能 。安全性

(食品以外)に関すること

生産・価格・流通・消費のしくみに関すること

金融商品 (預貯金、債権、株式、

保険など)に関すること

家計の管理、生活設計

インターネットや携帯電話利用の

注意点など情報通信に関すること

ごみの減量など環境に配慮した生活

受けたことはない

無回答

間24 間23で 1～10のいずれかを回答された方に伺います。
それはどこで受けられましたか。 【複数回答可 :い くつても】

選択項 目 (N=265)(MT=154.0%)
回答

個数

構成比

(%)

1 市が行っている消費生活に関する講座・講演会など 65 24.5

2, 民間の企業や団体などが行う消費生活に関する講座 。講演会など 68 25.7

3 地域 (町内会など)で主催される講習会・講演会など 50 18.9

4 家庭における消費者教育 23 8.7

5 学校における消費者教育 93 35。 1

6 会社・勤務先での消費生活に関する研修など 95 35.8

7 その他 4.2

無回答 3 1.1

計 (総回答個数 ) 408 154.0



問24

市が行つている消費生活に

関する講座・講演会など

民間の企業や団体などが行 う

消費生活に関する講座・講演会など

地域 (町内会など)で主催
される講習会・講演会など

家庭における消費者教育

学校における消費者教育

会社・勤務先での消費生活に関する研修など

その他

無回答

[7その他]

【主な意見】

●TV、 ラジオ、新聞など

●市の広報等で日にする。

●インターネット

間25 あなたは、消費者教育を行う場として、次の中で重要だと思うのはどれですか。
最も重要だと思うものを2つ選んでください。 【2つまで回答可】

選択項 目 (N=491)(MT=182.9%)
回答

個数

構成比

(%)

1 家庭 185 37.7

2 学校 237 48.3

3 地域 (町内会など) 151 30.8

4 消費生活センター 68 13.8

5 会社・勤務先 58 11.8

6 新聞・テレビ等マスコミを通じて 187 38.1

7 その他 4 0.8

無回答 8 1.6

計 (総回答個数 ) 898 182.9

34



問25

新聞

家庭

学校

地域 (町内会など)

消費生活センター

会社・勤務先

テレビ等マスコミを通じて

その他

無回答

[7その他 ]

【主な意見】

●老人会。敬老の日の行事などで悪質商法などの具体的な例のチラシを配布する。

●自治体で講習会を設ける。

●お祭り             ,

間26 消費者教育について、特に力を入れて取り組む必要があると思う分野はどれで
すか。最も重要だと思うものを2つ選んでください 【2つまで回答可】

選択項目 (N=491)(MT=191.0%)
回答

個数

構成比

(%)

1 悪質商法の手口と対処方法 263 53.6

2 契約のルールやクーリング・オフなどの消費生活に関する制度 204 41.5

3 広告・宣伝・表示 (品質表示、価格表示など)に関すること 24 4.9

4 食品の安全・安心に関すること 157 32.0

5 商品の品質・性能・安全性 (食品以外)に関すること 34 6.9

6 生産 。価格・流通・消費のしくみに関すること 26 5.3

7 金融商品 (預貯金、債権、株式、保険など)に関すること 63 12.8

8 家計の管理、生活設計 ０
４
●
０ 6.5

9 インターネットや携帯電話利用の注意点など情報通信に関すること 85 17.3

10 ごみの減量など環境に配慮した生活 45 9.2

その他 3 0.6

無回答 ９

″ 0.4

計 (総回答個数 ) 938 191.0

35



Fp526

悪質商法の手口と対処方法

契約のルールやクーリング・オフ

などの消費生活に関する制度

広告・宣伝・表示 (品質表示、

価格表示など)に関すること

食品の安全・安心に関すること

商品の品質・性能 。安全性

(食品以外)に関すること

生産・価格・流通・消費のしくみに関すること

金融商品 (預貯金、債権、株式、

保険など)に関すること

家計の管理、生活設計

インターネットや携帯電話利用の

注意点など情報通信に関すること

ごみの減量など環境に配慮した生活

その他

無回答

[11その他]

【主な意見】

●消費生活に限らず、お金の動き全般、税金や年金 (国の財政も含む)に関するこ
と

●社会のしくみ、社会のサイクル、身近な法律

消費者啓発、その他について

間27 あなたは、商品等の販売を目的とした事業者の訪間を受けることを、どのよう
に感じますか。【0は 1つ】

I.

選択項 目 (N=491)
回答

者数

構成比

(%)

1 来てほしくない 441 89.8

2 来てもよい時がある 41 8.4

3 来てもよい C 1

4 その他 3 0。 (

無回答 C 0.C

計 (回答者総数) 491 100.C
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[4その他]

【主な意見】

●地域による違い (た とえば、都会と田舎の受け止め方)はあると思うが、現状で
は来てほしくないと感じる。情報源として必要だと思う場合もあるのではないか。

●訪問販売しないと売れないような商品は本当に良いものではないと思うのでまず

買わない。

堺市では、望まない訪間販売による消費者被害を防ぐため、『肪間販売お断り

シール」を作成し、
‐
配布しています。「訪間販売お断リシールJを利用していま

すか。 【0は 1つ】

選択項 目 (N=491)
回答

者数

構成比

(%)

1 利用 している 92 18.7

2
知らなかったが今後利用
したい

198 40.3

3
知っているが利用してい
ない

150 30.5

4
知らなかったし今後利用
するつもりもない

51 10.4

無回答 0 0.C

計 (回答者総数) 491 100.C

間28

つ
０



間29 あなたは、クーリング自オフ制度を知つていますか。 【0は1つ】

選択項 目 (N=491)
回答

者数

構成比

(%)

1

どのような契約がクーリ
ング・オフの対象になる
かを知っている

120 24.4

2

クーリング・オフがいつ

までできるかを知ってい
る

129 26.3

3

クーリング・オフの対象
になる契約もいつまでで
きるかも知っている

44 9.0

4
制度の名前を見聞きした
ことはある

185 37.7

5 見聞きしたこともない 9 1.8

無回答 4 0.β

計 (回答者総数) 491 100.0

見聞きし

たことも

ない

1.8%
どのような

契約が

クーリング・

オフの対象に

なるかを

知っている
24.4%

制度の名前を

見聞きした

ことはある

37.7%

クーリング・

オフがいつま

でできるかを

知っている

26.3%

クーリング・オフの

対象になる契約も

いつまでできるかも

知っている

9.0%
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間30 あなたは、消費生活に関する情報を広く周知し、消費者トラブルを防ぐために
は、どのようなことが必要だと思いますか。最も重要だと思うものを2つ選んで

ください。 【2つまで回答可】

〓一ヽ一趾

選択項 目 (N=491)(MT=189.6%)
回答

個数

構成比

(%)

1 高齢者を対象とした出前講座の実施 179 36.5
，

“ 地域で見守り活動を実施されている方々への情報提供 108 22.0

3 テレビ。ラジオなどを利用した情報提供 206 42.0

広報さかいを利用した情報提供 170 34.6

5 消費者 トラブルに関する講座、講演会の実施 58 11.8

6 チラシ、パンフレットの拡充 78 15.9

7 インターネットを利用した情報提供 22 4.5

8 学校における消費者教育の充実 99 20.2

9 その他 7 1.4

無回答 0.8

計 (総回答個数 ) 931 189.6

FH530

高齢者を対象とした出前講座の実施

地域で見守 り活動を実施されて

いる方々への情報提供

テレビ・ラジオなどを利用した情報提供

広報さかいを利用した情報提供

消費者 トラブルに関する講座、講演会の実施

チラシ、パンフレットの拡充

インターネットを利用した情報提供

学校における消費者教育の充実

その他

無回答

39



[9その他]

【主な意見】

●自治会の回覧板

●公権力による、そのような事業者の活動の抑止

●専門家によるセミナー

間31 あなたは堺市立消費生活センターを知つていますか。 【0は 1つ】

選択項目 (N=491)
答

数

回

者

構成比

(%)

1 名前も役割も知っている 181 36.9

2
名前は知っているが、役
割までは知らない

186 37.9

3 名前も役割も知らない 123 25.1

無回答 1 0.2

計 (回答者総数) 491 100.0
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